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１．地球温暖化対策の基本構造
２．低炭素社会へのエネルギー技術シナリオ

・化石燃料の高度利用
・原子力
・再生可能エネルギー

３．エネルギーと情報のシステム統合
４．温暖化対策の選択基準



 

地球温暖化対策の基本構造
出所：山地憲治, 2006：「エネルギー・環境・経
済システム論」、岩波書店、図3．11を修正



 
適応対策の類型と事例

出所：地球温暖化問題に関わる知見と施策に関する分析委員会：「地球温暖化問題解決のために
―知見と施策の分析、我々の取るべき行動の選択肢―」、報告、日本学術会議 （２００９）



Energy Technology Perspectives 2008 (IEA)

2050年温室効果ガス排出半減？

エネルギー起源CO2排出半減の技術シナリオ

エンドユースの省エネ
には限定合理性の壁



Energy Technology Perspectives 2008 (IEA)



電力部門の大きな役割

• 一次エネルギーの４０％以上が電力に変換
• 多様なエネルギー資源から生産可能
• 利用時にクリーンで制御性がよく高効率
• ヒートポンプによる高効率低温熱供給（空調、給湯）
• 電気駆動自動車(PHEV,EV)の可能性

ただし、
• 大量長距離輸送に不向き：→超電導直流送電、水素？

• 時々刻々の需給バランスが必要：→smart grid、パワエレ?

• 貯蔵性が悪く、移動体利用に向かない：→電池？





火力発電熱効率の変遷（国内）
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発生源の規模・発生源の規模・COCO22ガス圧により最適な回収技術の開発ガス圧により最適な回収技術の開発
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化石燃料の高度利用

• 火力発電（特に石炭）の役割は大きい

• 発電効率向上によるCO2削減効果は大きい

• CCSを含むクリーンコール技術の役割

• 調整電源としての火力発電は新エネ導入に寄与

• 石炭火力での混燃によるバイオマス利用効率向上

• 火力（特に石炭）発電を悪者と考える単純思考から
の脱却





約７００gCO2/kWh（火力発電）→１００万kW（原子力）の設備利用率１％分：６万トン→５０００万kW設備利用率２０％向上＝６０００万トン



第２２回原子力部会 資料３ （２０１０年３月）



原子力に実力を発揮させる条件

• 既存軽水炉の最大活用と着実なリプレイス

• 設備利用率の向上・既設炉の出力増強

• 核不拡散体制の維持・強化

• 世界的な安全運転実績による信頼確保

• 長期的な核燃料サイクル確立

• 原子力ルネッサンスに浮かれず足元を固めよ
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低炭素電力供給システム研究会資料（０９０７０１）





ケース A.買取対象
B.住宅用

太陽光発電
の取扱い

C.新設・既設 D.買取価格 E.買取期間
導入量
（万ｋＷ）

想定年間
発電量

（億ｋＷｈ）

CO２削減量
（万ｔ）

CO２削減
コスト（円/ｔ）

年間
買取費用
（億円）

1
A1

あらゆる

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ B1
全量買取

C1
新設＋既設

D1
一律価格

E3
20年

3,773以上 513以上 3,075以上 52,297以下 16,083以上

3

A2
実用化されている
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ

C2
新設のみ

20円

E3/
E2

20年 3,155～
3773 397～513 2,382～

3,075
25,743～
28,854

6,131～
8,87315円 15年

4 B2
住宅用

太陽光発電等は
余剰買取

20円 20年 3,155～
3,474 397～481 2,382～

2,887
19,407～
21,798

4,622～
6,29215円 15年

5 D2
コストベース

E2
15年

3,102 397 2,382 20,596 4,906

再生可能エネルギーの全量買取制度に関するオプションについて

【表：オプションにおけるケースの設定について】 （２０１０年３月末に提示）

７月２３日にケース４を骨格とすることを決定

買取費用負担は電力消費(kWh)に応じて負担；全国均一



【課題】太陽光発 電が増加 すると、休日 など需 要の少ない時
期に、ベース供給 力（原 子力+水力+火力最低出力）と
太陽光 の合計発 電量が需 要を上回 り、余剰 電力が発
生（右図）。

【対策】蓄電池の 設置、ＧＷや年末年始など低負荷期 におけ
る出力抑制 等

１．余剰電力の発生

２４時

原子力発電

水力発電（流込式）

太陽光発電

火力発電揚水動力

０時 １２時 １８時６時

需要
火力最低出力

揚水
発電

２．出力 の急激 な変 動

３．電圧 上昇

【課 題】太 陽光発電 の出力は 、天 候などの影 響で大きく
変動（右下図 ）。短期的な需給バ ランスが崩れると
周波数が 適正値を超えて、電気の安 定供給 （質の
確保）に問題が 生ずるおそれ。

【対 策】出 力調整機 能の増強 等

【課題】太陽 光パネルの設 置数が増 加した場 合、配電網の
電圧 を適正 値（101±6V）にするため太陽光発電の出
力を抑制せざるを得なくなるおそれ。

【対策】配電 網の強化（柱上 変圧器の増設） 等
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太陽光発電の出力変動

○太陽光発電等の再生可能エネルギーが大量に導入された場合の系統安定化対策として、
柱上変圧器の増設などの電圧上昇対策に加え、蓄電池の設置や出力抑制等の余剰電力
対策が必要となる。

太陽光発電等の再生可能エネルギー大量導入時の課題

余剰電力
の発生





再生可能エネルギーは期待に応えられるのか?

• 風力発電と太陽光発電は２１世紀に入って急速に
市場が拡大している（各々年間数兆円の投資）

• 不安定電源のシェアが高まれば系統安定コストが
急増することに注意：→smart grid, ＰＨＥＶ／ＥＶ連系、・・・

• 技術革新・普及促進による発電コスト低減を誘導す
る政策が大切：→Ｒ＆Ｄ投資、市場確保、・・・

• バイオマス利用では持続可能性に注意
• 水力・地熱も忘れてはいけない

• 過大評価も過小評価もせず、導入拡大に向けたイ
ンフラ整備と市場創出が重要



スマートグリッドとは

○欧米を中心にスマートグリッドの概念が提唱。

＜スマートグリッドの概要（定義は明確になっていない）＞
• 従来からの集中型電源と送電系統との一体運用に加え，情報通信ネット

ワークにより分散型電源やエンドユーザーの情報を統合・活用して，高効
率，高品質，高信頼度の電力供給システムの実現を目指すもの

• ＜スマートグリッドのイメージ＞

 
集中型電源 電気・

情報
電気・
情報

分散型電源 

送電系統／需要地系統 エンド・ユーザー 
（産業/住宅用電気機器）

（蓄電池含む）

（低炭素電力供給システムに関する研究会資料）



低炭素電力供給システムに関する研究会０９０７０１



家庭に入ってくる様々な電気機器
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電力・エネルギー部門誌 vol.128 No.12，pp1513-1521（2008）

ＰＨＥＶの充電制御による風力発電導入時の周波数変動の抑制効果



社会システムの情報化

総合エネルギー産業の展開

成長戦略

情報セキュリティ

サイバーテロ

個人情報保護

標準化

システムとしての競争

IT家電

まずは、地域システムとしての実証

スマートハウス

スマートシティ

スマートグリッド、スマートメータ

スマートエネルギーネットワーク

低炭素社会

電力システムと自動車の結合



エネルギーシステム統合の意義と課題

意義：
・システム境界拡大による最適化（コスト、効率、ＣＯ２削減…）

・需要家の選択肢の多様化（品質への要求水準の差異化…）

・地域資源の活用（バイオマスなど輸送が困難な分散資源活用…）

・システム変化の柔軟性（ヴァーチャルネットワーク、料金制度…）

・ICTの技術進歩の取込：ICTの進歩・普及速度はエネルギー技術より速い

課題：
・ネットワークの保守性の下でも拡張性を持つ機能の選択

・サイバーテロや個人情報保護に対する対策

・公共インフラ形成に関する社会的合意

部分最適を如何に全体最適につなげるか?
サブシディアリティ：需要家(HEMS, BEMS)、地域(μグリッド）、

→ スマートグリッド・スマートエネルギーネットワーク

→ スマート社会



温暖化対策の選択基準

• 効果の大きさ：global potential

• 経済合理性：marginal abatement cost (MAC); 成長
戦略への寄与(雇用、国際競争力)； bounded rationality

• 不確実性下の対応：min. regret； co-benefits (other 
environmental effects, energy security, ・・・)

• 持続可能性：life cycle GHG reduction; food; water; 
biodiversity; energy poverty; ・・・



ウェブ検定（無料）

http://www.ene-kentei.jp/


